
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：交通指導取締費　　　
	事業名　テロ被害防止対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　警察本部　警備部　警備総務課　電話番号：058-271-2424（内5511）
　警備第一課　電話番号：058-271-2424（内5711）

警備第二課　電話番号：058-271-2424（内5761）
　　　　　　　E-mail：c18873@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　13,807千円（前年度予算額：1,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	13,807
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,807

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　日本に対する国際テロの脅威が現実のものとなっている中、岐阜県でも平成29年２月に「テロ対策ネットワーク岐阜」を設立し、テロの未然防止に向けて官民一体となった日本型テロ対策を一層推進しているところである。また、2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会までに、国際的なイベントが多数開催され、これらイベントをテロは格好のダーゲットとしていること、当県もこれらイベントに無関係ではないことから、安全・安心「清流の国ぎふ」づくりに向けて、情報収集・分析、水際対策や警戒警備、違法行為の取締りなどの対策を強力に推進するため、未然防止のための広報や資機材の整備、人材育成に取り組む必要がある。
（２）事業内容
①　テロ未然防止広報啓発事業

不審者・不審物発見時の通報を促すポスターやプレートの作成、未然防

止のための動画資料を作成し、バス車内やイベント会場等での放映による

広報を実施する。

②ソフトターゲットテロ対策用資機材の整備
　　県内で開催されるスポーツイベントや祭礼行事、花火大会などで車両を

暴走させるなどの犯罪行為を防ぐため、車両進入阻止装置を整備する。

　　③サイバー攻撃・サイバーテロ対策事業

　　　　平成28年に警備総務課にサイバー攻撃対策係を新設し、県内の企業や
自治体に対するサイバー攻撃に関する被害等の事案に対処してきたが、解
析資機材の不足や捜査員の対処能力不足を解消するため、解析資機材の整
備、捜査員研修等を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内で発生するサイバー攻撃に対処するための事業は、県民の生命や安全

を守るためものであり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　有り【類似事業】サイバー犯罪対策費、情報技術解析装置等整備費、サイ

バー犯罪対策育成事業費
　　　類似事業は、生活環境課サイバー犯罪対策室に関する事業であり、広くイ
ンターネット空間等に関わる犯罪捜査、取締りを行うためのもので、当該事
業は、企業や自治体などの重要インフラがサイバー攻撃を受けた事案に特化
しており、重複するものではない。

　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	909
	広報用ポスター等、新捜査用パソコン用消耗品（プリンター等）

	役務費
	1,232
	新バス車内放映料、新サイバー攻撃対処能力向上研修

	委託料
	324
	新テロ未然防止広報用映像資料の作成業務委託

	備品購入費
	10,694
	新車両進入阻止装置の整備、新解析用パソコン等の整備

	その他
	648
	新捜査員能力向上のための研修受講経費

	合計
	13,807
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据え、県民にテロ未然防止意識を浸透させるとともに、各種資機材の整備・活用により被害を水際で防止する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	　
（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	県内でのテロ等の発生を未然に防止するための事業であり、目標設定は困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・平成29年11月９日に「テロ対策ネットワーク岐阜」定例会を開催し、岐

阜県をはじめとして官公庁、民間団体を含めた44団体、約60人の参加を

予定している。

・テロ未然防止用横断幕・懸垂幕22枚を作成、県下22署に配布し、掲示を

実施。

・テロ未然防止ポスター3,000枚を作成、官公庁、公共交通機関、ホテル、

薬局・ドラッグストア等の管理者対策の際に配付した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ポスター掲示を依頼した管理者からは、「私たちも気を付けないといけませんね」、「できる限り協力させていただきます」等の協力を得られた。
　昨年設立した「テロ対策ネットワーク岐阜」の構成団体と、各地でテロ対応訓練を実施するなど、テロ未然防止活動の推進を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	県民へのテロ防止意識の浸透を図る事業であり、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	テロの発生を防ぐ目的のため、数値的な指標は得られないものの、管理者からの反響から、テロに対する危機意識の醸成に効果が出ていると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○


	ポスターの配付先は、主として管理者対策の必要性があり、定期的に訪問する場所であることから、各管理者対策により訪問を実施する際に配付を行う等、業務の効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内でのテロの未然防止意識を一過性のものではなく継続させる必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県民の安全・安心を守るため継続すべき事業である。


